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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第27期

第２四半期連結
累計期間 

第27期
第２四半期連結

会計期間 
第26期

会計期間 

自平成20年
11月１日 

至平成21年 
４月30日 

自平成21年
２月１日 

至平成21年 
４月30日 

自平成19年
11月１日 

至平成20年 
10月31日 

売上高（千円）  4,411,739  2,199,206  9,603,983

経常利益（千円）  834,619  525,883  2,153,554

四半期（当期）純利益（千円）  485,291  365,494  1,275,569

純資産額（千円） －  5,769,049  5,229,484

総資産額（千円） －  8,280,466  8,384,914

１株当たり純資産額（円） －  25,641.01  23,225.67

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 2,172.60  1,636.40  5,661.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％） －  69.2  61.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 652,808 －  1,209,145

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △24,576 －  △971,465

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △467,641 －  △1,085,013

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  1,405,615  1,249,534

従業員数（人） － 953  932
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数は、( )内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数は、( )内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年４月30日現在

従業員数（人）     953     (2) 

  平成21年４月30日現在

従業員数（人）     701     (-) 
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（1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の事業区分別の生産実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記金額は製造原価で記載しております。 

（2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の事業区分別の受注状況は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の事業区分別の販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当第２四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業区分 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

金額（千円）

移動体高速データ通信システム事業  948,454

情報システムサービス事業  449,911

合計  1,398,365

事業区分 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

受注高（千円） 受注残高（千円）

移動体高速データ通信システム事業  1,369,679  1,211,912

情報システムサービス事業  502,712  586,438

合計  1,872,391  1,798,350

事業区分 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

金額（千円）

移動体高速データ通信システム事業  1,545,246

情報システムサービス事業  653,960

合計  2,199,206

相手先 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

販売高（千円） 割合（％）

シャープビジネスコンピュータ

ソフトウェア株式会社 
 521,440  23.7

株式会社ＫＤＤＩテクノロジー  262,377  11.9

ソフトバンクモバイル株式会社  241,867  11.0
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当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

（1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間（平成21年２月１日～平成21年４月30日）におけるわが国経済は、昨秋以降の世界

同時不況の影響によって大きく悪化し、国内企業の急速な業績悪化に伴って経済活動が大きく縮小いたしまし

た。 

また、当社グループの主要な顧客である移動体通信端末メーカーにおきましては、円高の進行によりデジタル

機器輸出における収益悪化も重なり、国内外の事業におけるリストラクチャリングを進めております。 

このような厳しい状況の中、当社グループ（当社および当社の関係会社）は、既存顧客とより一層の強固な信

頼関係を築き、シェアを維持、向上させることに注力するとともに、営業力の強化を推進いたしました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は2,199百万円、営業利益は389百万円、経常利益は525百万

円、四半期純利益は365百万円となりました。 

  

事業部門別営業の概況 

（移動体高速データ通信システム事業） 

移動体高速データ通信事業におきましては、移動体通信端末の買い替え期間の長期化が進んだことに加え、移

動体通信端末メーカーの業績不振による移動体通信端末の開発中止や延期が重なり、2009年春および夏モデルの

開発が大幅に縮小したことにより、平成21年２月以降、春・夏モデルの受注が減少いたしました。 

これらの結果、当事業の売上高は1,545百万円となりました。 

  

（情報システムサービス事業） 

情報システムサービス事業（大規模データベース連動型Webサイト開発支援事業）を取り巻く環境につきまして

も、米国のサブプライム問題によって銀行や証券会社などの金融業界に発生した損失の顕在化をきっかけに日本

経済も急激に悪化し、設備投資が大きく減退するなどの影響が出ています。 

このような状況の中、特に３月期決算の企業の期末および期初である３、４月の業務システムへの設備投資の

延期や縮小が発生するとともに、広告を収入源としたポータルサイト等の収益悪化による新規コンテンツ開発の

縮小などが発生いたしました。 

これらの結果、当事業の売上高は653百万円となりました。  

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、1,405百万円となり、

第１四半期連結会計期間末に比べ343百万円増加しました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は600百万円となりました。この主な増加要因としましては、税金等調整前四半

期純利益527百万円、賞与引当金の増加額122百万円、売上債権の減少額177百万円によるものであり、主な減少要

因としましては、持分法による投資利益131百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、得られた資金は15百万円となりました。この主な増加要因としましては、投資有価証券の売

却による収入66百万円によるものであり、主な減少要因としましては、投資有価証券の取得による支出50百万円

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は273百万円となりました。この主な要因としましては、短期借入金の返済200

百万円によるものであります。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

該当事項はありません。  

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態及び経営成績の分析】
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。 

     旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権は次のとおりであります。 

      ①平成16年１月27日定時株主総会決議 

 （注）１．当社普通株式の分割または併合が行われた場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとす

る。但し、かかる調整は、本件新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  924,000

計  924,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年４月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  231,000  231,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 
（注） 

計  231,000  231,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年４月30日） 

新株予約権の数（個） 98 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,176 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 165,000 

新株予約権の行使期間 
平成18年１月28日から 

平成23年１月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   165,000 

資本組入額   82,500 

新株予約権の行使の条件 

平成16年１月27日開催の定時株主総会決議及び取締役会

決議に基づき、当社または当社子会社の対象取締役また

は従業員との間で締結する新株予約権付与契約に定める

ところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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２．新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によ

り新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合は、それぞれの効力発生の時をも

って次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 ３．新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、当該

新株予約権の権利行使時において当社または当社子会社の取締役または従業員の地位にあること、当該行使

にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと並びに当社及び当社子会社の就業規則に基

づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要し、新株予約権者が死亡した場合は、本総会決議及び取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する契約に従い相続人が新株予約権者の死亡の日より

３年以内（但し、権利行使期間の末日を超えない。）に限り権利を行使することができる。なお、権利の譲

渡、質入れは認めない。また、その他の条件については、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する契約に定めるものとする。 

４．当社は、平成16年６月21日付をもって、普通株式１株を４株に分割、平成17年２月21日付をもって、普通株

式１株を３株に分割しております。これにより新株予約権の目的となる株式の数、発行価格及び資本組入額

が調整されております。 

５．当社取締役１名、従業員16名及び子会社従業員３名の退職により、新株予約権の数62個と新株予約権の目的

となる株式の数744株は、失権しており、それぞれ上記から控除しております。 

      ②平成16年１月27日定時株主総会決議 

 （注）１．当社普通株式の分割または併合が行われた場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとす

る。但し、かかる調整は、本件新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

        
  

既発行 

株式数 

  

＋

新規 

発行株式数 
× 

１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

新株発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年４月30日） 

新株予約権の数（個） 46 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 138 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 165,439 

新株予約権の行使期間 
平成18年１月28日から 

平成23年１月27日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   165,439 

資本組入額   82,720 

新株予約権の行使の条件 

平成16年１月27日開催の定時株主総会決議及び取締役会

決議に基づき、当社または当社子会社の対象取締役また

は従業員との間で締結する新株予約権付与契約に定める

ところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

－　7　－



２．新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によ

り新株式を発行する場合を除く。）を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合は、それぞれの効力発生の時をも

って次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 ３．新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、当該

新株予約権の権利行使時において当社または当社子会社の取締役または従業員の地位にあること、当該行使

にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと並びに当社及び当社子会社の就業規則に基

づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要し、新株予約権者が死亡した場合は、本総会決議及び取締

役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する契約に従い相続人が新株予約権者の死亡の日より

３年以内（但し、権利行使期間の末日を超えない。）に限り権利を行使することができる。なお、権利の譲

渡、質入れは認めない。また、その他の条件については、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新

株予約権者との間で締結する契約に定めるものとする。 

４．当社は、平成17年２月21日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。これにより新株予約権の

目的となる株式の数、発行価格及び資本組入額が調整されております。 

５．当社従業員14名の退職により、新株予約権の数44個と新株予約権の目的となる株式の数132株は、失権して

おり、それぞれ上記から控除しております。 

      ③平成18年１月25日定時株主総会決議 

 （注）１．本新株予約権発行の承認を決議した株主総会の終了後において、当社が当社普通株式につき株式分割または

株式併合を行う場合、それぞれ効力発生の時をもって、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。但し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合その他必要と認められる

場合には、当社は取締役会の決議をもって必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

        
  

既発行 

株式数 

  

＋

新規 

発行株式数 
× 

１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

新株発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年４月30日） 

新株予約権の数（個） 4,087 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,087 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 110,000 

新株予約権の行使期間 
平成20年２月１日から 

平成25年１月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   110,000 

資本組入額   55,000 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当

たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に、上記に定める新株予約権１個当たりの株式の数を乗じた

金額とする。行使価額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東

京証券取引所における当社普通株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、計算の結果生ずる１

円未満の端数は切り上げる。但し、当該金額が新株予約権発行日の東京証券取引所における当社普通株式普

通取引の終値（取引が成立しない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とす

る。 

      なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれ効力発生の時をもって次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合

を除く。）または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合その他必要と認める場合には、当社は取締役会の決議をもって必要と認める

行使価額の調整を行う。 

３．（1）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社ま

たは当社子会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要する。但し、当社または当社子会社の

取締役が任期満了により退任した場合、従業員が定年退職した場合、その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合にはこの限りではない。 

（2）新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産手続開始の決

定を受け復権せざる者でないこと並びに当社または当社子会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処

分を受けていないことを要する。 

（3）新株予約権者が死亡した場合は、下記（5）により締結される契約に従い相続人が新株予約権者の死亡

の日より３年以内（但し、権利行使期間の末日を超えない。）に限り権利を行使することができる。 

（4）新株予約権の消却事由が生じた場合には権利行使を認めない。 

（5）その他の条件については、本定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権者との間で締結する新株予約権割当に関する契約に定めるところによる。 

４．当社従業員92名及び子会社従業員２名の退職により、新株予約権の数1,413個と新株予約権の目的となる株

式の数1,413株は、失権しております。 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

        
  

既発行 

株式数 

  

＋

新規 

発行株式数 
× 

１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

新株発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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      ④平成18年１月25日定時株主総会決議 

 （注）１．本新株予約権発行の承認を決議した株主総会の終了後において、当社が当社普通株式につき株式分割または

株式併合を行う場合、それぞれ効力発生の時をもって、次の算式により目的となる株式の数を調整するもの

とする。但し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率 

 また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換

を行い完全親会社となる場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合その他必要と認められる

場合には、当社は取締役会の決議をもって必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

２．新株予約権の行使に際して払込みをすべき新株予約権１個当たりの払込金額は、次により決定される１株当

たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に、上記に定める新株予約権１個当たりの株式の数を乗じた

金額とする。行使価額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東

京証券取引所における当社普通株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、計算の結果生ずる１

円未満の端数は切り上げる。但し、当該金額が新株予約権発行日の東京証券取引所における当社普通株式普

通取引の終値（取引が成立しない場合は、その日に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とす

る。 

      なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、それぞれ効力発生の時をもって次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合

を除く。）または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する普通株式にかか

る自己株式の総数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に、「新規発行前の株価」を「処分前の株価」にそれぞれ読み替えるものとする。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合その他必要と認める場合には、当社は取締役会の決議をもって必要と認める

行使価額の調整を行う。 

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成21年４月30日） 

新株予約権の数（個） 435 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 435 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 86,300 

新株予約権の行使期間 
平成20年２月１日から 

平成25年１月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    86,300 

資本組入額   43,150 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率 

        
  

既発行 

株式数 

  

＋

新規 

発行株式数 
× 

１株当たり 

払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

新株発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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３．（1）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても当社ま

たは当社子会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要する。但し、当社または当社子会社の

取締役が任期満了により退任した場合、従業員が定年退職した場合、その他取締役会が正当な理由が

あると認めた場合にはこの限りではない。 

（2）新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産手続開始の決

定を受け復権せざる者でないこと並びに当社または当社子会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処

分を受けていないことを要する。 

（3）新株予約権者が死亡した場合は、下記（5）により締結される契約に従い相続人が新株予約権者の死亡

の日より３年以内（但し、権利行使期間の末日を超えない。）に限り権利を行使することができる。 

（4）新株予約権の消却事由が生じた場合には権利行使を認めない。 

（5）その他の条件については、本定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株

予約権者との間で締結する新株予約権割当に関する契約に定めるところによる。 

４．当社従業員６名退職により、新株予約権の数65個と新株予約権の目的となる株式の数65株は、失権しており

ます。 

該当事項はありません。 

 （注）１．上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   13,237株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）  5,837株 

２．上記のほか、当社は自己株式を6,484株所有し、その発行済株式数に対する割合は2.80％であります。 

３．カテナ株式会社が所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権の行使が

制限されております。 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年２月１日～

平成21年４月30日 
 －  231,000  －  1,513,750  －  1,428,314

（５）【大株主の状況】

  平成21年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

逸見愛親 横浜市西区     52,272     22.62 

ＳＭＳホールディングス有限会社  東京都大田区久が原６丁目25－５     16,740     7.24 

ガヤ・アセットマネージャー有限会
社  

横浜市中区山手町263－10     16,740     7.24 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）  

東京都中央区晴海一丁目８番11号     13,237     5.73 

システムプロ社員持株会  横浜市西区みなとみらい２丁目２－１号     6,478     2.80 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口４Ｇ）  

東京都中央区晴海一丁目８番11号     5,837     2.52 

逸見さとみ 東京都大田区     3,673     1.59 

カテナ株式会社 東京都江東区潮見２丁目10－24     3,141     1.35 

国分靖哲 横浜市磯子区     3,045     1.31 

三浦賢治 横浜市中区     2,765     1.19 

計 －     123,928     53.64 
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
－ － 

 普通株式 6,484  

（相互保有株式）
－ － 

 普通株式 3,141  

完全議決権株式（その他）  普通株式 221,375      221,375 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 231,000 － － 

総株主の議決権 －     221,375 － 

  平成21年４月30日現在

所有者の氏名又は名

称 
所有者の住所 

自己名義所有株

式数（株） 

他人名義所有株

式数（株） 

所有株式数の合

計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社システムプロ 

神奈川県横浜市西

区みなとみらい２

丁目２番１号 
    6,484 －     6,484     2.80 

（相互保有株式） 

カテナ株式会社  

東京都江東区潮見

２丁目10－24 
    3,141 －     3,141     1.35 

計 －     9,625 －     9,625     4.16 

２【株価の推移】

月別 
平成20年 
11月 

12月 
平成21年
１月 

２月 ３月 ４月

最高（円）  43,000  53,000  49,600  42,200  39,800  44,900

最低（円）  37,650  35,050  41,050  36,800  34,100  36,300

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年２月１日から

平成21年４月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年４月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,405,615 1,249,534

受取手形及び売掛金 1,650,706 2,063,604

仕掛品 103,682 64,245

繰延税金資産 151,986 204,402

その他 104,274 139,216

貸倒引当金 △22,439 △28,552

流動資産合計 3,393,826 3,692,451

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 86,846 95,564

車両運搬具（純額） 18,198 10,477

工具、器具及び備品（純額） 91,251 105,828

土地 20,760 20,760

有形固定資産合計 ※  217,056 ※  232,630

無形固定資産   

ソフトウエア 12,386 13,509

のれん 5,164 6,038

その他 557 557

無形固定資産合計 18,108 20,106

投資その他の資産   

投資有価証券 4,372,884 4,149,856

繰延税金資産 － 10,619

その他 278,590 279,251

投資その他の資産合計 4,651,474 4,439,726

固定資産合計 4,886,639 4,692,463

資産合計 8,280,466 8,384,914
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年４月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 83,936 174,213

短期借入金 － 200,000

1年内返済予定の長期借入金 440,000 400,000

未払金及び未払費用 453,071 431,589

未払法人税等 207,611 417,463

賞与引当金 286,768 385,578

その他 80,028 146,584

流動負債合計 1,551,416 2,155,430

固定負債   

長期借入金 960,000 1,000,000

固定負債合計 960,000 1,000,000

負債合計 2,511,416 3,155,430

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,513,750 1,513,750

資本剰余金 1,428,314 1,428,314

利益剰余金 3,368,808 3,051,295

自己株式 △576,319 △569,304

株主資本合計 5,734,552 5,424,055

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △8,145 △235,581

評価・換算差額等合計 △8,145 △235,581

少数株主持分 42,643 41,010

純資産合計 5,769,049 5,229,484

負債純資産合計 8,280,466 8,384,914
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年４月30日) 

売上高 4,411,739

売上原価 2,918,746

売上総利益 1,492,993

販売費及び一般管理費 ※  641,393

営業利益 851,599

営業外収益  

受取利息 885

投資有価証券売却益 7,709

その他 4,523

営業外収益合計 13,118

営業外費用  

支払利息 13,966

持分法による投資損失 14,882

その他 1,250

営業外費用合計 30,098

経常利益 834,619

特別利益  

子会社清算益 5,660

貸倒引当金戻入額 6,113

特別利益合計 11,773

特別損失  

投資有価証券売却損 6,331

特別損失合計 6,331

税金等調整前四半期純利益 840,061

法人税、住民税及び事業税 187,158

法人税等調整額 165,978

法人税等合計 353,137

少数株主利益 1,632

四半期純利益 485,291
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年４月30日) 

売上高 2,199,206

売上原価 1,485,496

売上総利益 713,709

販売費及び一般管理費 ※  324,635

営業利益 389,074

営業外収益  

受取利息 866

投資有価証券売却益 7,709

持分法による投資利益 131,143

その他 3,998

営業外収益合計 143,718

営業外費用  

支払利息 6,284

その他 625

営業外費用合計 6,909

経常利益 525,883

特別利益  

子会社清算益 5,660

貸倒引当金戻入額 2,737

特別利益合計 8,398

特別損失  

投資有価証券売却損 6,331

特別損失合計 6,331

税金等調整前四半期純利益 527,950

法人税、住民税及び事業税 118,896

法人税等調整額 44,624

法人税等合計 163,521

少数株主損失（△） △1,065

四半期純利益 365,494
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 840,061

減価償却費 45,362

子会社清算損益（△は益） △5,660

のれん償却額 874

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,113

賞与引当金の増減額（△は減少） △98,809

受取利息及び受取配当金 △885

支払利息 13,966

支払手数料 1,250

持分法による投資損益（△は益） 14,882

投資有価証券売却損益（△は益） △1,378

売上債権の増減額（△は増加） 412,562

たな卸資産の増減額（△は増加） △39,436

仕入債務の増減額（△は減少） △90,276

未払金及び未払費用の増減額（△は減少） 23,608

その他 △88,140

小計 1,021,866

利息及び配当金の受取額 40,862

利息の支払額 △14,473

法人税等の支払額 △395,445

営業活動によるキャッシュ・フロー 652,808

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △31,702

有形固定資産の売却による収入 2,763

投資有価証券の取得による支出 △118,855

投資有価証券の売却による収入 116,639

子会社の清算による収入 5,921

その他 657

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,576

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △200,000

配当金の支払額 △267,641

財務活動によるキャッシュ・フロー △467,641

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 160,590

現金及び現金同等物の期首残高 1,249,534

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △4,510

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,405,615
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該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年４月30日） 

１．連結の範囲に関する事

項の変更 

(1)連結の範囲の変更 

株式会社トラスティッド・ポイントは、

平成20年７月31日の臨時株主総会決議をも

って解散しており、重要性がなくなったた

め、第１四半期連結会計期間より連結の範

囲から除外いたしました。 

なお、株式会社トラスティッド・ポイン

トは、平成21年３月10日付で清算結了して

おります。 

  (2)変更後の連結子会社 

１社（株式会社ProVision） 

２．会計処理基準に関する

事項の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

従来、たな卸資産の評価基準及び評価方

法については、個別法による原価法を採用

しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）を適用し、個別法による原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。なお、この変更に伴う損

益への影響はありません。 

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年11月１日  
 至 平成21年４月30日） 

１．固定資産の減価償却費

の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。 

２．一般債権の貸倒見積高

の算定方法 

 貸倒実績率が前連結会計年度末に算定した

ものと著しい変化がないと認められるため、

前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸

倒見積高を算定しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年11月１日  
 至 平成21年４月30日） 

（退職給付費用） 

当社は、確定拠出年金制度の導入に伴い、当第２四半期連結会計期間より

退職給付費用39,588千円を計上しております。 

－　19　－



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年４月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年10月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 ※ 有形固定資産の減価償却累計額 

    千円315,617 千円286,812

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年４月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当     千円210,182

賞与引当金繰入額   千円10,979

賃借料    千円87,537

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給与手当     千円108,163

賞与引当金繰入額   千円5,095

賃借料    千円44,670

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年４月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年４月30日現在） 

  千円 

現金及び預金勘定 1,405,615

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 1,405,615
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年11月１日 至

平成21年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年11月１日 至 平成21年４月30日） 

当社グループは同一セグメントに属するシステム開発及び関連するサービスを行っており、当該事業以外に事

業の種類がないため該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年11月１日 至 平成21年４月30日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年４月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年11月１日 至 平成21年４月30日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末（平成21年４月30日） 

 該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

普通株式 231,000株 

普通株式 7,670株 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年１月28日 

定時株主総会 
普通株式 269,419 1,200  平成20年10月31日  平成21年１月29日 利益剰余金 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月３日 

取締役会 
普通株式 269,419 1,200  平成21年４月30日  平成21年７月６日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年４月30日） 

対象物の種類が金利であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前

連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはありません。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年２月１日 至 平成21年４月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 該当事項はありません。 

３．当第２四半期連結会計期間における付与したストック・オプションの条件変更 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借処理にかかる方法に準じた会計処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間におけるリース取引残高

は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

 平成21年６月３日開催の取締役会において、平成21年４月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 ① 中間配当による配当金の総額           269,419千円 

 ② １株当たりの金額                1,200円00銭 

 ③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成21年７月６日 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年４月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年10月31日） 

１株当たり純資産額 25,641.01円 １株当たり純資産額 23,225.67円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年４月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 2,172.60円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 1,636.40円

同左 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年11月１日 
至 平成21年４月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  485,291  365,494

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  485,291  365,494

期中平均株式数（株）  223,369  223,353

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

― ― 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年６月12日

株式会社システムプロ 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員   公認会計士 磯貝 和敏  印 

  
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員   公認会計士 中村 宏之  印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社システ

ムプロの平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年２月１日から

平成21年４月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年11月１日から平成21年４月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社システムプロ及び連結子会社の平成21年４月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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